
















＜補足資料＞
〇 保健事業における健康診断等の情報の活用促進について、船員保険法も以下の改正が行われた。

〇 現在、船員法に基づき、船舶所有者の費用負担の下、船員は健康検査を受診し、指定医による乗船の
適否の判断が示された健康証明を受けているが、船舶所有者に健康証明の保存義務はない。

〇 しかしながら、船員の健康確保に関する事項について検討するため、国土交通省海事局船員政策課に
設置された「船員の健康確保に関する検討会」における取りまとめ（令和2年10月19日公表）では、
「船員の健康を確保するためには、船舶所有者が健康診断の結果に関する医学的な所見を得て、事後指
導や保健指導につなげる必要がある。船舶所有者は、健康診断の結果の通知と保存、健康診断後の事後
措置を行い、医師や保健師の保健指導の実施に努めるべきである。また、船員自身も、健康診断を受診
し、保健指導を利用することにより、自らの健康の保持に努めるべきである。」とされ、現在、同省に
おいて、同取りまとめの結果を踏まえ、実施に向けた検討が進められている。

1. 協会は、被保険者等の健康の保持増進のために必要な事業を行うに当たって必要があると認めるときは、被
保険者等を使用している事業者等（労働安全衛生法に規定する事業者その他の法令に基づき健康診断（特定健
康診査に相当する項目を実施するものに限る。）を実施する責務を有する者その他厚生労働省令で定める者を
いう。以下この三において同じ。）又は使用していた事業者等に対し、厚生労働省令で定めるところにより、
同法その他の法令に基づき当該事業者等が保存している当該被保険者等に係る健康診断に関する記録の写しそ
の他これに準ずるものとして厚生労働省令で定めるものを提供するよう求めることができるものとすること。

2. １の規定により、労働安全衛生法その他の法令に基づき保存している被保険者等に係る健康診断に関する記
録の写しの提供を求められた事業者等は、厚生労働省令で定めるところにより、当該記録の写しを提供しなけ
ればならないものとすること。

3. 協会は、保健事業を行うに当たっては、事業者等から提供を受けた被保険者等に係る健康診断に関する記録
の写しその他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うものとすること。

⑧

⇒ 船員保険部としては、これらの法令規定の整備を受け、船舶所有者の協力を得なが
ら、被保険者等の健康診断結果の保有率の向上とその有効活用に努めていく。


